
災害時における放送等に関する協定 

 

 埼玉県久喜市 (以下｢甲｣という。）と、株式会社ジェイコム埼玉・東日本（以

下｢乙｣という。）は、災害および防災に関する情報(以下｢災害情報｣という。）の

放送等に関して、次のとおり協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は､甲の市域内で災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第

２条第１号に規定する災害が発生した場合又は発生するおそれがある場合

(以下｢災害時｣という。）において、市民に迅速かつ正確な情報を伝達するた

めの災害情報の放送等について、必要事項を定める。 

（災害情報の提供及び要請） 

第２条 甲は、災害時に乙に対して速やかに災害情報を提供し、放送を要請す

ることができる。 

（要請の手続き） 

第３条 甲が前条の要請を行う場合は、次の各号に掲げる事項を記載した文書

を乙の指定する連絡先に要請するものとする。 

（１）放送要請の理由 

（２）依頼する放送の内容 

（３）希望する放送の日時 

（４）その他必要な事項 

２ 前項の要請の連絡先は、別に定めるものとする。 

３ 要請は災害情報放送要請書（別に定める）により、メールおよびファック

スを用いて行う。ただし、これに寄りがたい場合は口頭、電話等にて要請

し、その後速やかに甲は文書を提出するものとする。 

（災害情報の放送） 

第４条 乙は、第２条に定める要請を受けたときは、甲から依頼された事項に 

関して、放送の形式、内容、時刻をその都度決定し、可能な限り放送するも

のとする。 

（情報の活用） 

第５条 甲がインターネットや広報紙等で発信済の情報（コミュニティ情報、

施設情報、安心安全情報等）および第２条で乙に要請した情報について、緊

急性の如何に関わらず乙は自ら運営する放送やインターネット等を通じて伝

えることができるものとする。 

 

 

 

（協力体制の整備） 

第６条 災害時における協力体制を整備するため、甲乙において防災計画の状

況、協力要請事項等について必要に応じて情報の交換を行う。 

（有効期間） 

第７条 本協定の有効期間は、令和元年５月９日から令和２年３月３１日まで

とする｡ただし､期間満了の日の３ケ月前までに甲乙いずれからも申し出がな

いときは､さらに、１年間延長するものとし、以後も同様とする。 

（協議） 

第８条 本協定に定めのない事項又は本協定に関し疑義が生じた場合は、甲乙

協議のうえ決定する。 

 

 

本協定書は、２通作成し甲乙がそれぞれ記名押印のうえ、各１通を保有する。 
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